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Ⅰ 救急医療電話相談♯7119の検討

Ⅱ 県民の適正な受診に向けた普及啓発

Ⅲ 救急医療体制の確保等に向けた医療機関へ
の支援

医師の働き方改革に伴う本県の検討状況



Ⅰ 救急医療電話相談♯7119の検討

2

救急医療電話相談♯7119の「県主体」での全県展開

○ 救急電話相談♯7119の全県展開について、
これまでの「市町村個別展開」から、「県が実
施主体として」で早期に全県展開するよう方針
転換した。



１ 救急医療電話相談（♯7119）事業の概要
○ 急な病気やけがの際に、家庭での対処方法や医療機
関の受診、救急車を要請した方がよいか等について、
24時間365日、看護師等が電話相談に応じるサービス
(救急相談＋医療機関案内)
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２ 救急医療電話相談（♯7119）事業の効果
○ 救急医療電話相談は、救急車の適正利用及び救急医療機関の適正
受診に効果があるとされている。

（他自治体の事例）
■東京都（東京消防庁）

・ 初診時程度が「軽症」であった割合が減少
H18:60.3% ⇒ H30：54.5%（▲5.8ポイント）

・ 救急出動件数の増加率が抑制（H18→H30）
全国：26.1%増、 東京：19.1%（▲7.0ポイント）

■ 兵庫県（神戸市）
・♯7119導入後、病院への相談件数が約24％減少

■ 北海道（札幌市）
・♯7119導入後、時間外受付者が 8.1％減少（札幌市A病院）

（出典）

総務省「令和元年度救
急業務のあり方に関す
る検討会報告書」
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３ 救急医療電話相談（♯7119）の実施状況
（１）全国では23都府県・５市町村で実施

【うち、都道府県が全額負担＝11都県】
東京都（H19～）、埼玉県（H29～）、千葉県(H29～※)、山梨県(R5～)、茨城県、

栃木県(※)、福岡県、奈良県、山形県(※)、 香川県(※)、熊本県(※)
※ ♯7119以外の番号で実施

（２）本県では平成28年１月から
横浜市が実施

H30年１月の四首長懇談会にて全県
展開の提案があり、♯7119を広域化
していくことで合意
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４ これまでの調整経過
日付 検討内容 市町村との調整

H30.1
♯7119の県内全域での実施に向けた検討
を開始

政令市、県の首長で方向性について合意

H30.5～
H311.11

県が一定額を負担する方向で調整
(県の負担額以外は参画市町村で負担)

運営形態、費用等諸条件で折合いが付か
ず、調整難航
[調査１回目]参画意向を示す自治体なし

R2.4～R3.5
県独自番号事業(♯7000)で実施する方向で
調整(市町村の一部負担あり)

[調査２回目]参画意向を示す自治体なし

R3.7～ 改めて♯7119の実施に向けて調整

R4.9.4
各市町村で個別に実施する方向性に変更
する旨、知事了解

R4.9～R5.2
各市町村で個別に実施する方向性で政令
市と調整

県でまとめての実施、または実施に対し継
続的な費用負担について要望があった
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５ 救急医療相談事業（♯7119）趣旨・目的等

(2) 現状と課題
〇 Ｒ6.4から「医師の働き方改革」に伴い、時間外の上限規制が適用されるため、
病院の救急医療体制が縮小する懸念がある。

〇 早期に医療提供体制の維持及び県民の適正受診を図る必要がある。
〇 救急医療機関の受入件数の抑制などに効果がある♯7119は、本県では、Ｈ28.1
から横浜市のみで実施している。

(1) 趣旨・目的
〇 医師の働き方改革を契機として、県内の医療資源を有効に活用し、適切かつ継
続的な救急医療提供体制を維持するため、適正受診を促す観点と、救急車の適正
利用における市町村をサポートする観点から、現在、横浜市域で実施されている
救急医療相談事業（♯7119）を県が主体となって全県で実施する。
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３ 事業内容
〇 県が実施主体となって、全県で♯7119を実施（全額県負担）
〇 上手な医療のかかり方について、県民に広く普及啓発を実施
① 平日・日中の診療時間内受診・病状説明にご協力を
② ”いつもの先生”以外の医療スタッフの対応にご理解を
③ 身近な医療機関への受診や転院にご協力を など

[市町村等との調整]
調 整

医師会 横浜市医師会、県医師会に説明 ⇒方向性について異議なし

市町村 市町村担当課長会議を開催し、全市町村に説明 ⇒方向性について異議なし

【＃７１１９ 備考】
〇 令和６年度は、業務の効率化に向けてデジタル技術を活用する。
※ 機能のひとつである医療機関案内における、ＲＰＡ技術を活用した医療機関情報の自動送信機能
等の検討など

〇 令和７年度以降のＬＩＮＥ等の導入による相談業務のＤＸ化に向けて、検討を行っていく。

６ 救急医療相談事業（♯7119） 事業内容
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１ 県ホームページ
「上手な医療のかかり方」 みんなで支える神奈川の医療
〜医師の働き方改革ポータルサイト〜

２ 啓発動画、リーフレット
「上手な医療のかかり方」 みんなで支える神奈川の医療
〜医師の働き方改革〜

３ 市町村ホームページとの連携
４ その他媒体（Ｘ、LINEコロナパーソナル、県のたより等）

Ⅱ 県民の適正な受診に向けた普及啓発
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(1) 医師の働き方改革を進める必要性

〇 医師を過重労働から守ることは、県民がより安心・安全な医療

を受けることにつながる。

〇 限られた医療人材を有効に活用して地域の医療体制を維持する

(2) 県民のご協力のお願い → 「上手な医療のかかり方」

〇 診療時間内の受診・病状説明（不要不急な救急利用を避ける）

〇 “いつもの先生”以外の対応 など

みんなで支える神奈川の医療

１ 県民に何を伝えるか
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(1)県ホームページ ポータルサイトのイメージ①
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(1) 県ホームページ ポータルサイトのイメージ②
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(2) リーフレットのイメージ①
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(2) リーフレットのイメージ②
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時期 内容

R５年12月26日 県公式HPにポータルサイト開設
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/t3u/wsr/index.html

R６年１月
公式X（旧Twitter）に動画を投稿
動画は各病院に配布

R６年２月
県のたより２月号 掲載予定

リーフレット 配布予定

２ スケジュール（県民への普及啓発）
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「かながわ後方搬送支援システム」全体像のイメージ
○ 他院に転院させたい患者の情報（氏名を除く）をkintoneで登録した上、病院間の連絡手段として、
kintone内に設けるチャットアプリを通じて、病院間で受入の打診、受入可否の回答、搬送条件の交渉（転院日
等々）がウェブ上で実施可能となる。
○ 本システム自体は無償で提供するとともに、令和6年度においては基本アカウントとして各病院概ね2アカウント
（利用職員数2人）を無償で配布します。
※アカウントの増設が必要な場合は、各病院からの申し出により、実費をいただいた上で増設対応できるよう検
討中

②患者情報登録*3 ④患者情報受信

⑥マッチング成立 ⑤受入可否判断転院元病院
（急性期）

転院先（候補）病院
（回復期・慢性期）

施設情報アプリ

転院支援アプリ
＋

チャットアプリ

①初回入力
アプリ間連携
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Ⅲ 救急医療体制の確保等に向けた医療機関への支援



項目 ①施設情報アプリ ②転院支援アプリ ③チャットアプリ

機能 自院で受入可能な患者の
条件をあらかじめ登録する。
登録しておかないと、転院
支援アプリで候補先病院を
検索してもヒットしない。

他院に転院させたい患者の
情報や転院先地域を登録
し、候補先病院を検索する。

転院「元」病院と転院「先」
病院がkintone内のチャッ
トで、受入の打診、受入可
否の回答、転院条件の調
整等を行う。

ユーザ 他院から後方搬送患者を
受け入れる病院（転院
「先」病院）

他院に後方搬送患者を転
院させたい病院（転院
「元」病院）

転院「元」病院
転院「先」病院

本システムは、一般的な後方搬送患者を対象としているが、今後、ER転送への活用も検討していく

１ 後方搬送支援システム 各アプリの機能
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２ ユーザインターフェースのイメージ︓チャットアプリ
○ 登録した患者ごと、かつ、転院「元」病院と転院「先」病院の1対1のトークルームで、受入の打診、受入可否の回答、転院条
件の調整等を行うことができます。
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３ スケジュール（後方搬送支援システム）
時期 内容

R６年１～２月 県病院協会・県医師会 事前説明

R６年２月 全病院向け説明会

R６年３～４月 全病院向け操作説明会
※操作説明動画はYouTubeより随時視聴可能とする予定です

R６年４月～ 供用開始
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説明は以上です。


